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横浜市地域福祉保健計画：分科会１資料 

「多様な主体の参加と連携による支えあいの地域づくり」 

１．人口の推移 

図１：横浜市の人口の推移 

図２：団塊の世代が 75 歳以上となる 2025 年における横浜市の各種推計値 

図３：横浜市の将来人口推計値（年齢３区分の割合） 

 

２．世帯状況の変化 

図４：世帯構成の推移（全国） 

図５：世帯構成の推移（横浜市） 

図６：高齢単身世帯の推移 

 

３．改めて注目されている課題 

図７：横浜市の子どもの貧困率等の状況 

図８：子どもの児童虐待対応状況 

図９：外国籍・外国につながる子どもたち 

図 10：65 歳以上の者のいる世帯（全国） 

図 11：雇用形態の変化 

図 12：若者の無業者数 

図 13：自立相談について（新規相談者の状況） 

図 14：タブルケア（全国） 

図 15：ひきこもりの若者の推計人数 

 

４．地域活動・ボランティア活動者の状況 

図 16：自治会町内会加入世帯数および加入率の推移 

図 17：横浜市内 民生委員・児童委員および主任児童委員の定員充足率 

図 18：横浜市内ボランティアセンターにおける登録ボランティア数（累計） 

図 19：横浜市障害者後見的支援制度 登録者およびあんしんキーパー数の推移 

 

５．市民意識の変化 

図 20：地域の困っている人への対応 

図 21：地域活動への参加意向について 

図 22：地域への愛着 

データ集 



図１

１．人口の推移

◆出典：第6期横浜市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（よこはま地域包括ケア計画）
◆計画期間：平成27～29年度

横浜市の人口の推移

横浜市の人口は増加傾向
ピークは平成32年（374万人）

2025年には人口は
減少に転じる（372万人）

団塊世代が75歳
以上になる2025年

介護保険法スタート

図２ 団塊の世代が75歳以上となる2025年における横浜市の各種推計値

現在

現在

◆出典：横浜型地域包括ケアシステムの構築に向けた行動指針（平成29年度）



●年少人口（０～14歳）、 生産年齢人口（15～64歳）は減少、 老年人口（65歳）は増加。
●高齢化率も増加。人口ピーク時（2019年）で25.0％、2060年（参考値）では、35.3％以上になる見込み。

図３ 横浜市の将来人口推計値（年齢３区分の割合）

◆出典：横浜市将来人口推計（政策局／2010年）

現在

２．世帯状況の変化

図４ 世帯構成の推移（全国）

（％）

現在



図５ 世帯構成の推移（横浜市）

高齢単身世帯の推移図６

◆出典：（横浜市）将来推計人口に基づく、高齢単身世帯の推移（政策局）

(2010年) (2025年)(2020年)(2015年)(2005年)

●ひとり親世帯
国 ： 8.7％
横浜： 8.1％

●単独世帯
国 ： 32.4％
横浜：33.8％

●ひとり親世帯（推計）
国 ： 11.4％
横浜： 9.1％

●単独世帯（推計）
国 ： 37.2％
横浜： 35.9％

後期高齢者の
単身世帯の
伸び率が高い

年代を問わず
単独世帯は年々増加



３．改めて注目されている課題

◆出典：横浜市子どもの貧困対策に関する計画
（平成28年度～平成32年度）

横浜市の子どもの貧困率等の状況図７

参考：国の子どもの貧困率 は16.3％（約6人に1人）
※H25年国民生活基礎調査

約13人に1人の
割合



子どもの児童虐待対応状況図８

外国籍・外国につながる子どもたち図９

◆出典：こども青少年局こども家庭課
こども青少年局中央児童相談所27年度資料

◆出典：横浜市子どもの貧困対策に関する計画
（平成28年度～平成32年度）



65歳以上の者のいる世帯（全国）図10

（65歳以上の者がいる世帯のうち）
親と未婚の子のみの世帯が２割近く
まで増加している

雇用形態の変化図11



若者の無業者数図12

自立相談について（新規相談者の状況）図13



タブルケア図14

ひきこもりの若者の推計人数図15

本市の子ども・若者（15歳～39歳）の生活状態及び困難を抱える若者のニーズや課題
を把握することを目的に実施した「横浜市子ども・若者実態調査」（平成24年度）から、以
下の結果が出ている。

【定義：ひきこもり状態】
ほとんど家から出ない状態が、６か月以上継続し、かつ、疾病、介護、
育児等をその理由としない者

【定義：ひきこもり親和群】
家や自室に閉じこもりたいと思うことがある等、心理的にはひきこもり群と
同じ意識傾向を持っているが、ひきこもりの状態ではない者

※ひきこもり状態にある人の回答傾向が一般よりも低いと推定されることを勘案すると、
この数値は下限値と考えられる。

◆出典：横浜市子ども・若者実態調査(平成24年度)

ひきこもり状態にある若者の推計人数（約 8,000 人）

ひきこもり親和群の推計人数（約 52,000 人）



４．地域活動・ボランティア活動者の状況

自治会町内会加入世帯数および加入率の推移 （各年 4月1日現在）図16

◆出典：横浜市市民協働推進本部のホームページ



民生委員 主任児童委員 合 計

定数 現員数 欠員 充足率 定数 現員数 欠員 充足率 定数 現員数 欠員 充足率

H24 4,069 3,974 95 97.7% 520 505 15 97.1% 4,589 4,479 110 97.6%

H25 4,118 3,916 202 95.1% 522 493 29 94.4% 4,640 4,409 231 95.0%

H26 4,132 3,993 139 96.6% 522 505 17 96.7% 4,654 4,498 156 96.6%

H27 4,139 4,018 121 97.1% 523 510 13 97.5% 4,662 4,528 134 97.1%

H28 4,156 3,918 238 94.3% 525 494 31 94.1% 4,681 4,412 269 94.3%

横浜市内 民生委員・児童委員および主任児童委員の定員充足率図17

（人）

横浜市内ボランティアセンターにおける登録ボランティア数（累計）図18

◆ 横浜市民生委員児童委員協議会 事務局より情報提供
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◆ 横浜市ボランティアセンター事業報告より

【民生委員・児童委員および主任児童委員の定数について】

横浜市では民生委員・児童委員は200~440世帯に1人、主任児童委員は地区民生委員児童委員協議会ごとに

2人が配置されます。（地区の民生委員・児童委員の定数が40人以上の場合は3人）

※参考：定数の設定に当たっては、市区町村ごとの管内人口や面積、地理的条件、世帯構成の類型等を総合的に

勘案し、住民に対するサービスが適切に行われるよう地域の実情を踏まえた弾力的な定数の設定について留意

すること。（平成25年7月8日雇児発0708第9号・社援発0708第7号 厚生労働省雇用均等・児童家庭

局長、社会・援護局長連盟通知）



横浜市障害者後見的支援制度 登録者およびあんしんキーパー数の推移図19

横浜市障害者後見的支援制度

障害者が地域で安心して暮らすために必要な、身近な見守りや本人の希望と目標に基づく支援等を行っています。

平成22年10月から横浜市の独自事業としてスタートし、徐々に各区で取組を開始。平成29年3月に全区展開とな

りました。

●登録者（実人数）

●あんしんキーパー（延べ人数）

日頃、登録者が通う施設の支援者や地域の住民などのうち、制度に登録した障害者の日常生活を見守る役割

を担ってくださっている方々。
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知的障害 精神障害 身体障害 重度心身障害 高次脳機能障害 発達障害 その他

H24実績 H25実績 H26実績 H27実績 H28実績

知的障害 319 465 633 785

精神障害 84 132 169 197

身体障害 29 41 64 71

重度心身障害 12 27 38 42

高次脳機能障害 3 3 4 11

発達障害 7 10 11 18

その他 6 17 15 20

計 280 460 695 934 1,144



地域の困っている人への対応図20-1

◆出典：平成27年度横浜市市民意識調査

○市民意識調査（質問）：お住まいの地域に何か困っている人がいる場合、あなたはどのように思いますか。

５．市民意識の変化



○市民意識調査（質問）：前の質問で「可能な範囲で手助けしたい」と回答した方に）
どのような場合なら、手助けをしたいと思いますか。

地域の困っている人への対応図20-２



地域活動への参加意向について

約6割

◆出典：平成27年度横浜市市民意識調査

○市民意識調査（質問）：あなたは、今後、仕事や学業以外に、何か自分にできることで地域や社会に役立つ
活動をしてみたいと思いますか。

図21-１



地域活動への参加意向について図21-２

◆出典：平成27年度横浜市市民意識調査

経年変化

参加してみたい地域活動



地域への愛着図22

◆出典：平成28年度横浜市市民意識調査

○市民意識調査（質問）：あなたは、横浜やお住まいの区、周辺地域に対して、愛着や誇りを感じていますか。

愛着をもっている「地域」の範囲

H27・H28の比較
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横浜市地域福祉保健計画：分科会１資料 

「多様な主体の参加と連携による支えあいの地域づくり」 

１．社会福祉法改正にかかるアンケート調査報告書（一部抜粋）  ……… １ 

●調査対象 

（１） 横浜市社会福祉協議会会員法人の内、社会福祉法人  292法人 

（うち回答 138法人 ※回答率：47.26％） 

（２）社会福祉法人の運営する横浜市社会福祉協議会会員施設 727施設  

（うち回答 228施設 ※回答率：31.36％） 

●実施機関 

平成 28年 8月 4日～平成 28 年 9月 2日 

●調査項目 

・地域における公益的な取組について 

 ・地域貢献活動の具体的な取り組みと今後取り組みたいイメージ 等 

 

 

２．市民等へのアンケート調査結果        ………………………… 23 

～横浜市市民協働条例の施行状況の検討報告書（一部抜粋）～ 

●調査対象 

 自治会町内会（2,877団体）、NPO 法人（1,477 団体）、 

企業（横浜型地域貢献企業 373 社）、市民（個人） 

（うち、回答 358 ※自治会町内会 197／NPO 法人 63／企業 82／市民 16） 

●実施機関 

平成 28年 8月～平成 28年 10 月 

●調査項目 

・地域の様々な人や団体、企業、行政等の協働について 等 

 

アンケート 
結果等 
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横浜市地域福祉保健計画：分科会１資料 

「多様な主体の参加と連携による支えあいの地域づくり」 

１．企業と地域等との取組事例 

※ 第 3 期横浜市地域福祉保健計画 中間評価より一部抜粋    …………………… １ 

第 3 期横浜市地域福祉保健計画 各区ヒアリング結果より一部抜粋 

 

２．学校と地域等との取組事例 

※ 第 3 期横浜市地域福祉保健計画 中間評価より一部抜粋   ……………………… 5 

 第 3 期横浜市地域福祉保健計画 各区ヒアリング結果より一部抜粋 

 

３．マスコミ掲載記事等 

○新聞販売店との見守り推進事業 

【緑区／長津田地域ケアプラザ】  ……………………… 9 

 

  ○「社会福祉法人と地域つながる連絡会」          ……………………… 10 

              【戸塚区／戸塚区社会福祉協議会】 

 

４．第 1回 よこはま地域福祉フォーラム資料（平成 27年度） 

○分科会４「地域と協働（つながる）～社会福祉法人・施設の地域貢献～」 ……… 11 
 

・地域貢献実践の手法 【南区／社会福祉法人横浜愛隣会 更生施設 民衆館】… 17 
 

 ・社会福祉法人と地域のつながりを考える         ……………………… 25 

【戸塚区／戸塚区社会福祉協議会】 
 

事例等 
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